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事実の概要

　１　事案の概要
　Ｘは、自社工場に隣接する土地（以下「本件土地」
という。）及び本件土地上の建物（以下「本件建物」
といい、「本件土地」と合わせて「本件不動産」という。）
を有するＹに対し、工場拡幅のため、本件不動産
購入の意向があることを伝えたところ、Ｙは売却
の方針を固め、公開入札を行うこととなった。
　Ｙは入札に先立って本件土地の土壌分析を行っ
た結果、調査対象領域の一部において、土壌汚染
対策法・施行規則の定める規制基準値を上回る土
壌汚染が存在することが判明したため、競争入札
の説明書に、本件土地の一部に環境基準を超える
汚染物質が確認されたこと及び当該土壌汚染はＹ
の責任と負担において浄化する旨記載した。
　Ｘは、Ｙに、建物下部等の土壌汚染の有無が不
明のままになることを指摘しつつ、将来的に土壌
汚染が発見された場合の対応について質したとこ
ろ、Ｙは土壌汚染対策法に基づいて対処する旨回
答した。
　Ｘは、本件不動産につき入札申込みを行い、当
面は製品倉庫として、中長期的には自社業務の集
中拡張等国際競争力強化と同時に地元の発展に寄
与できる利用計画を検討する旨の開発利用計画書
を提出した。Ｘは本件不動産を 40億円で落札し、
ＸＹ間で本件不動産の売買契約が締結された（以
下「本件契約」という。）。本件契約では、判明し
ている土壌汚染についてはＹが別途締結されるＸ
Ｙ間の定期借家期間終了までに浄化すること、本
件不動産に隠れた瑕疵が発見された場合は、定期
借家契約期間終了後 2年間に限り、民法 570 条
に規定する瑕疵担保責任を負うことが定められて

おり、本件契約締結後、ＸＹ間で「不動産の土壌
汚染浄化に関する合意書」が締結され、Ｙは土壌
浄化工事を実施した。
　引渡を受けたＸが本件土地調査を行ったとこ
ろ、法の基準値を超過した有害物質等が検出され
た（以下「本件土壌汚染」という。）。
　そこで、Ｘは、主位的に、本件土壌汚染が隠
れた瑕疵に該当するとして、瑕疵担保責任（民法
570 条本文、566 条 1項後段）に基づき、予備的に、
原告との売買契約上被告が負う土壌浄化債務の不
履行責任に基づき、当該瑕疵が判明していたなら
ば減価されていた価格相当額として 3億 6,000 万
円及び汚染に関する調査費用相当額として 7,950
万 9,000 円の損害額合計 4億 3,950 万 9,000 円並
び遅延損害金の賠償を求めた。
　２　争点
　(1)　本件土壌汚染は「隠れた瑕疵」に該当す
るか。
　(2)　入札前のＸによる質問に対するＹの回答
は、広島県が土壌汚染対策法に基づいて汚染除去
等の措置命令を行い、かつＹが汚染原因者である
場合に限って措置を講ずるという瑕疵担保責任を
制限する特約の効力を招来するか。
　(3)　浄化工事後に本件土壌汚染が残存してい
たことは、Ｙの債務不履行を構成するか。
　(4)　損害の範囲。

判決の要旨

　１　争点 (1) について
　「民法 570 条本文にいう瑕疵とは、契約当事者
の合意及び契約の趣旨その他の契約締結当時の事
情に照らし、当事者間において予定されていた目



2 新・判例解説Watch2

新・判例解説 Watch ◆ 民法（財産法）No.119

的物の品質又は性能を欠く場合をいう」（最判平
22・6・1民集 64 巻 4号 953 頁）という考え方を前
提に、①本件土地に一切の汚染が存在しないこと
がＸＹ間において予定されていたとは認められな
いこと、②ＸＹ間では本件不動産を当面はそのま
ま使用し、その後もＸ（又はその関連会社）にお
いて長期的に工場用地等として利用することが予
定されていたこと、等を勘案し、「土壌汚染の濃
度や分布状況等に照らし、（Ｙ調査の結果その他本
件契約締結当時Ｘが認識し若しくは認識し得た）事
情から予見できない程度の汚染であり、かつ、工
場用地等としての利用に支障を生じさせる汚染
は、本件不動産の隠れた瑕疵に該当する」とした。
　２　争点 (2) について
　①ＸＹ間の交渉で、Ｙが瑕疵担保責任を負う期
間については賃貸借契約終了後 2年間とする旨
の契約書の修文がなされたが、責任発生原因につ
いては「民法570条に規定する担保の責任を負う」
と明記されたままであるし、②Ｘの質問に対する
Ｙの回答は、浄化費用の負担について「土壌汚染
対策法第 7条ただし書きに基づき対応」する旨
を述べたに過ぎず、Ｙの責任を限定する趣旨とは
認めがたいとして、「被告（Ｙ）の瑕疵担保責任
を制限する特約が締結されたとする被告の主張は
採用できない」とした。
　３　争点 (3) について
　本件契約は、「被告調査において発見され、（契
約書添付の）土壌汚染状況図に記載された土壌汚
染をＹが浄化することを定めたものにとどまるも
の」であり、「未発見のものを含め全ての土壌汚
染を浄化することを定めた趣旨とまで認めること
はできない」から、Ｙの調査によって発見された
汚染物質が除去されている以上、Ｙの義務は履行
されたものであり、原告調査によって、Ｙによる
工事の対象とされていない深度において基準値を
超える汚染物質が発見されたとしても、Ｙの「義
務が履行されていないとはいえない。」とした。
　４　争点 (4) について
　調査費用については、隠れた瑕疵の有無を判断
するための調査費用は、隠れた瑕疵があるか否か
に関わらず生ずるものであるから、瑕疵との因果
関係が認められる損害には該当せず、隠れた瑕疵
が存することを前提での対策方法を判断するため
の調査費用は、隠れた瑕疵が存在することによっ
て必要となるものであるから、瑕疵との因果関係

が認められる損害に該当するとして、調査費用総
額 5,043 万 9,000 円のうち土壌汚染の存する面積
比率約 35％相当の 1,800 万円を認容した。
　瑕疵の存在による本件土地の減価については、
①本件瑕疵の存在により将来の工事の際に残土処
理等の費用が増加しうること、②土地の利用方法
の変更又は土地の形質の変更が将来なされた場合
に調査及び対策の費用が生じうること、③それら
の事情が土地をどう利用するかの決定に影響を及
ぼしうること、等の事情が根拠になるとした上で、
本件では、①Ｘが本件土地について将来土壌汚染
の調査対策の義務を負う可能性があるに過ぎず、
仮に負ったとしても、瑕疵全ての掘削除去を義務
づけられるとは限らない、②本件契約締結当時、
本件土地につき相当程度長期間にわたり現状の工
場用地等としての利用継続が予定されていたこと
から、転売に際し本件瑕疵を全部掘削除去するこ
とが取引通念上通常と認めるに足る証拠はない等
の理由から、本件瑕疵全部の掘削除去・運搬処理
その他の費用合計額 1億 4,434 万 9,800 円の 5割
相当として 7,217 万 4,900 円を認容した。

判例の解説（争点 (1) 及び争点 (4) について１））

　一　土地土壌汚染の「隠れた瑕疵」該当性
　１　問題の所在
　売買目的物である土地に汚染物質等が含まれて
いることが引渡後に発覚した場合に、汚染物質の
存在を「隠れた瑕疵」として、買主が売主に対し
て瑕疵担保責任（民法 570 条）等を根拠として損
害賠償責任を問うことが考えられる。
　本件では、売主（Ｙ）が、限定的ながら入札前
に土壌汚染調査を行ったところ、土壌汚染対策法
の定める有害物質が基準を超えて検出されたた
め、入札段階でこの結果が公表された。Ｘが、事
前調査部分以外の土地について土壌汚染の存否が
不明であることの認識を示し、将来的に汚染が発
生した場合の対応について質問をしたところ、Ｙ
は「土壌汚染対策法 7条 1 項ただし書きに基づ
き対応する（無条件の損害賠償等に応ずる趣旨では
なく、都道府県知事の指定及び除去等措置の指示が
あった場合に対応するという趣旨である）」と回答す
るやりとりがなされていることから、ＸＹ間には
他の汚染の存在可能性についての認識があったと
いえ、この認識が、「隠れた瑕疵」の認定にどの
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ように影響するかが問題となる。

　２　「瑕疵」についての判断基準
　(1)　主観説と客観説
　民法 570 条にいう「瑕疵」とは、売買の目的
物に何らかの物質的な欠陥があることをいう。そ
の「欠陥」については、当該目的物の客観的な品
質や性能の水準で判断すべきであるとする見解
（客観説）と、契約当事者がいかなる品質や性能
を企図して契約に及んでいるかを基準とすべきで
あるとする見解（主観説）とがあるが、主観説が
通説的な見解である２）。これは責任の正当化根拠
という観点からも妥当である。
　(2)　判断枠組みとしての平成 22 年最高裁判決
　本判決は最（三小）判平 22・6・1（民集 64 巻 4
号 953 頁、LEX/DB 文献番号 25442265）（以下「本件
最高裁判決」という。）を瑕疵該当性の判断枠組み
としているが、本件最高裁判決もまた「売買契約
の当事者間において目的物がどのような品質・性
能を有することが予定されていたかについては、
売買契約締結当時の取引観念をしんしゃくして判
断すべき」として主観説に立つことを明記してい
る３）。

　３　本判決の意義
　本判決は、「隠れた瑕疵」の解釈について新た
な判断を示したものではないが、本件最高裁判決
の示した判断枠組みを前提として、どのような事
実を《「隠れた瑕疵」該当性すなわち「売買契約
の当事者間において予定されていた目的物の品質
水準」》の検討要素とするかの過程を具体的に明
らかにしたものである。
　(1)　土壌汚染の可能性の認識
　第 1の検討要素として「土壌汚染の可能性の認
識」が採り上げられている。売買契約当事者が土
壌汚染の可能性を認識していれば、土壌汚染が存
在することは目的物に織り込み済みとなるから、
「隠れた瑕疵」該当性の認定を阻害する間接事実
となる。本件では、①事前調査（調査は本件土地
の一部にとどまることの明記もあり）により基準値
を超える汚染物質が検出された旨の報告書が閲覧
に供されていたこと、②ＸのＹに対する質問にお
いて、ＸがＹによる土壌浄化工事後も本件土地に
土壌汚染が残存する可能性を認識していたと認め
られることから、本件土地に一切の汚染が存在し

ないことがＸＹ間で予定されていたとは認められ
ず、Ｙの調査の結果その他本件契約締結当時Ｘに
おいて認識し若しくは認識できた事情から予見可
能な範囲の汚染については「隠れた瑕疵」にあた
らないとした４）。
　(2)　契約締結当時の利用目的
　第 2の検討要素として「契約締結当時の利用
目的」が採り上げられている。仮に土壌汚染物質
が存在するとしても、その存在が土地の使用に支
障がなければ、「瑕疵」にあたらないと評価する
ことは可能である。そこで、本判決は、契約締結
当時ＸＹが予定していた土地の利用目的を基準と
して、その利用に支障を生じさせない程度の土壌
汚染については基準値を超えたものであっても、
その不存在がＸＹ間で予定されていたとはいえな
いとした。その上で、①ＸＹ間では本件不動産を
当面はほぼ現状のままで使用することが予定され
ていたこと、②本件土地の隣地にＸが稼働中の工
場を有していたこと等から、本件不動産が相当程
度の長期にわたり工場用地として利用されること
がＸＹ間で予定されていたものと認められ、「工
場用地等として使用を継続する」限りにおいて支
障となる土壌汚染のみが本件土地の「隠れた瑕疵」
にあたるとした。
　そして、第 1、第 2の検討要素を総合し、①Ｙ
の調査結果その他の事情から契約締結当時にＸが
予見できない程度の汚染であり、かつ、②工場用
地等としての利用に支障を生じさせる汚染のみが
「隠れた瑕疵」に該当するとしたものである。

　二　損害論
　１　瑕疵担保責任における「損害」の範囲
　瑕疵ある物の給付を受けた買主は、それにより
生じた損害の賠償を売主に請求することができる
（民法570条、同566条 1項）。その範囲については、
瑕疵担保責任の法的性質論と連携して、法定責任
説を前提とする信頼利益説・対価的制限説、契
約責任説を前提とする履行利益説の対立がある。
もっとも、本件の請求損害は、「土壌汚染の調査
費用」と「土地の減価額相当額」で、およそ瑕疵
と因果関係がある限り、学説を問わず損害と認め
られるので、学説の当否には立ち入らない。

　２　土地の買主が行った土壌汚染の調査費用
　(1)　問題の所在
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　Ｘが本件土地購入後に調査を行った結果、Ｙの
調査で判明した以外の場所において、基準値を超
過した汚染物質が検出されていることから、調査
費用が「隠れた瑕疵」と因果関係のある損害とい
えるのかが問題となる。
　(2)　「瑕疵の有無の調査」と「存在する瑕疵へ
の対策方法の調査」
　本判決は、Ｘの調査を「隠れた瑕疵の有無を判
断するための調査」と「隠れた瑕疵が存すること
を前提として、その瑕疵に対する対策方法を判断
するための調査」とに二分し、後者の費用につい
てのみ「隠れた瑕疵」との因果関係のある調査に
該当するとした。前者の費用は、瑕疵があっても
なくても、発生する費用であり、「隠れた瑕疵が
あった『から』発生した費用（損害）」という図
式にはならないからである。

　３　本件瑕疵による減価額相当額
　(1)　問題の所在
　土地に汚染物質等が存在すれば、土地の評価が
下がり、それが「隠れた瑕疵」による損害にあた
りうる。問題は、具体的に何を根拠として評価の
低下を算出するかである。
　(2)　除去費用を「含み損」とする考え方
　土地に汚染物質が存在しているが故に価値が下
がっているということは、汚染物質を取り除けば、
土地の価値は回復するから、汚染物質の除去費用
相当額が、いわば「含み損」となって、土地の評
価を下げているということができる５）。
　(3)　本件の特殊性
　①特殊性 1――土壌汚染調査・対策を要する場
合が限定されること
　Ｘの購入後の申請に基づき、予定されている利
用方法からみて土壌汚染により人の健康に係る被
害が生ずるおそれがない旨の市長の確認を受け、
土壌汚染対策法の定める調査義務が免除されてお
り、Ｘは、本件土地の現状を維持する限り、汚染
物質を除去する法令上の義務を負わない。しかも、
仮にＸが調査及び対策の義務を負うことになった
としても、新たな利用目的又は土地の形質変更の
程度及び内容に照らし必要な限度に限られる。
　②特殊性 2――土壌汚染調査・対策義務発生の
有無・内容が契約時点で不明であったこと
　ＸＹ間では、本件土地を長期間工場用地等とし
て使用することは予定されていたが、具体的な利

用計画は未定であったため、特殊性 1の要件を
充たし、調査及び対策の義務を負う事態が招来す
るのか、招来するとしてどのような内容となるの
かについては、契約の時点で明らかではなかった。
　③本件の特殊性を加味した減価額の考え方
　α）将来の工事の際に増加する費用、β）土地
の利用方法変更や土地の形質変更がなされた場合
に生じうる調査対策費、γ）αやβの事情が土地
の利用方法の決定そのものに影響を及ぼしうるこ
と６）等から生ずる減価額が「損害」に該当する。
　④具体的な算定過程
　瑕疵を全部掘削除去搬出する費用を算出し、特
殊性 1の諸事情（現時点では未だ対策等の義務は未
発生で、仮に生じても、全ての瑕疵について対策を
義務づけられるとは限らないこと）、本件土地が相
当程度長期間にわたり工場用地としての使用が継
続される予定で、転売されることになっても瑕疵
の全部除去が必要とはいえないこと等の事情を考
慮し、算出された費用の 5割が減価額として相
当であるとした７）。

●――注
１）争点 (2)(3) は、専ら契約の解釈の問題で、「裁判所の判
断」に尽きるので省略する。

２）客観説でも、水準は一般取引における社会通念による
であろうし、主観説でも特に当事者間で品質・性能等が
示されない限り、通常想定される品質・性能等の水準と
なるから、両者はことさらに対立するものではない。

３）本件最高裁判決の先例としての意義は、あくまで主観
説を前提としてしん酌する取引観念の基準時が売買契約
当時であることを示したことにある（田中宏治・ジュリ
1420 号 96 頁）。他の評釈として、榎本光宏・最判解民
事編（平成 22 年度上）341 頁以下。

４）Ｘが認識できた事情から予見できない汚染（契約時に
有害性は認識されていたが、想定外の化学物質が存在し
ていた等）は「隠れた瑕疵」にあたる余地はある。

５）地中障害物の撤去費用が買主負担の場合、売買代金額
決定に反映するから、目的物の減価分として損害にあた
るとする例として、東京地判平 9・5・29（判タ 961 号
201 頁、LEX/DB 文献番号 28030626）。

６）ある利用方法の実現に膨大な対策費が必要となれば、
その方法を断念しなければならないこともありうる。

７）損害額の立証が困難であることから、口頭弁論の全趣
旨及び証拠調べの結果に基づき相当な損害額の認定（民
事訴訟法 248 条）がなされたと考えられる（判タ 1423
号 307 頁）。

弁護士　田中　宏


